
　バンコクで開かれた第３回 ACPF タイ・セミナーでの記念撮影（２０１６ 年１月 ２１ 日タイ法務研
究所で）＝ １０ ～ １3㌻に詳報。
　中央に ACPF タイ理事長のキティポン氏（タイ法務研究所所長・首相補佐官）と堀内国宏財団
本部事務局長。左に ACPF タイ理事のナコン前タイ労働省次官、シリサック最高検察庁上級検事、
マノート警察大学校次長、ACPF タイ事務局長のピセット法務研究所戦略交流室長。
　右に財団本部審議役の有田知德元福岡高検検事長、新庄一郎元神戸地検検事正、財団本部総務部
長の大森晶夫氏、調査役の山本義典氏
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公益財団法人　アジア刑政財団

日系企業にタイセミナー定着

アジ研・ＡＣＰＦの貢献に期待
国連ヨーロッパ犯罪防止研究所長が講演（６～９㌻）
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巻 頭 言 犯罪なき繁栄を目指して
副理事長　樋渡　利秋

　最近の報道等によると、昨年の刑法犯の
認知件数は 109 万 9048（警察庁暫定値）、
裁判員裁判対象事件の受理人員は 1333（最
高裁速報値）で、いずれも戦後あるいは制
度創設以来の最少記録だそうです。
　各国の犯罪状況を比較するのに、人口
10 万人当たりの認知件数を示す「犯罪発
生率」を使うことがありますが、日米とも
この数年、日本は 1000 でアメリカは 3000
程度の状態が続いています。ところが刑務
所等の収容者数は、日本の約 6 万に対しア
メリカは 220 万超で、人口が２.５倍であ
るとしても桁違いの多さです。何故なので
しょう。
　実は 1960 年ころまでさかのぼると、犯

罪発生率はおおよ
そ日本は 1500 でア
メリカは 1900、収
容者数も日本が約
8 万でアメリカは
約 21 万であり、約
2 倍の当時の人口
差を考えれば、日米にほとんど差はなかっ
たのです。
　ところが、アメリカではその後治安が急
速に悪化し、犯罪発生率は 10 年後の 1970
年に 2 倍の約 4000、20 年後の 1980 年には
3 倍の約 6000 にもなりました。それでも
その間の刑務所等の収容者数は約 30 万に
増加した程度でしたが、この治安悪化に対
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しアメリカでは、犯罪者を更生させて社会
に復帰させるという矯正の基本理念から危
険な犯罪者は長期間刑務所に拘束して社会
から隔離するという方に重点を移した厳罰
化の傾向を進め、1990 年代にはいわゆる
三振法（三犯目は犯罪の如何によらず無期
刑）が多くの州で採用されました。その結
果、犯罪はある程度減少しましたが、収容
者数は増え続けたのです。
　一方日本では 1960 年以降犯罪は漸減傾
向をたどり、犯罪発生率はアメリカのピー
ク時の 1980 年ころにはその 5 分の 1 の
1220 になり、その後窃盗犯は増えながら
も 1990 年代後半まで犯罪情勢はほぼ安定
していました。しかしその後は我が国で
も急激に悪化し、2002 年の犯罪発生率は
約 2200 となり、そのころのアメリカは約
4000 にまで減少していたので、その半分
以下であるとさえ言えなくなったのです。
また収容者数も、1970 年ころから 5 万前
後で推移していたのが、1990 年代末ころ
から急速に増加し始め、2002 年には約 7
万になり、刑務所の過剰収容問題がクロー
ズアップされるようになりました。そこ
で政府も治安回復を重要な政策課題とし、
2003 年に初めての犯罪対策閣僚会議を立
ち上げ、「世界一安全な国、日本」の復活
を目指してとする「犯罪に強い社会の実現
のための行動計画」を策定し、再犯防止を
含むあらゆる観点からの犯罪の生じにくい
社会環境整備に官民共同して取り組むとし
て、国民の協力を求めたのです。その後現
実に認知件数は 2002 年の約 285 万をピー
クに、収容人員も 2006 年の約 8 万をピー
クに減少し続けています。
　日米のこの差はどうして生まれたのかに

は複雑な要因がありますが、大きな要因と
して一つだけ指摘すれば、犯罪の急増に対
し、一方は犯罪者の処罰と隔離に、他方は
犯罪の予防と犯罪者の更生に重点を置く施
策を採ったということです。これは国民性
に由来するものではないでしょうか。特に
保護司や協力雇用主という世界に誇る善意
の存在が、我が国のこのような取り組みを
可能にしているのだと思います。
　日本の治安の良さについては、幕末から
明治にかけて来日した多くの外国人が夙に
指摘しているところで、彼らが書き残した
旅行記等によると、トロイ遺跡発掘者の
シュリーマンは、法外な料金を請求されな
いばかりか、チップのつもりで渡そうとし
ても「日本男児だから」と言って受け取ら
なかったと驚いており（清国・日本）、大
森貝塚の発見者モースは、「荒れ果てた場
所でも、アメリカの静かな通りより安全だ」
として、母国から携行してきたピストルを
持ち歩かなくなり（日本その日その日）、
イギリスの女性旅行家イサベラ・バードは、
日本人少年一人を従えたのみで外国人のい
ない東北・北海道の奥地を旅しても、「無
礼な扱いや強奪行為にはただの一度も会わ
ずに済む」と感嘆しています（日本紀行）。
　このような国だからこそ、世界の「犯罪
なき繁栄」を標榜するこの財団の存在意義
があるのではないでしょうか。当財団は昨
年、「安全な国　日本」という手帳型小冊子
を発行しました。これを読めば、我が国が
如何に安全で安心で清潔な国かが分かると
思いますので、是非手に取って頂きたいし、
周りの人にもお勧め頂き、会員の皆様と一
緒に、安全・安心の大切さを世界に訴えて
いきたいと思っています。
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　アジア刑政財団が発行した、「データでみ
る『安全な国　日本』２０１５ 年版」（頒価１冊
５００ 円）が好評だ。すでにこれまでに発行し
た２万２千部はほぼ出尽くし、増刷に入って
いる。事務局は電話による問い合わせ、注文、
発送作業などに追われているが、日本保護司
会の研修会などでは、ブースをつくって出張
販売も行った。
　先頭に立ってＰＲに努めているのが堺屋太
一会長と松尾邦弘副理事長だ。
　堺屋会長は、作家の石原慎太郎氏とＢＳフ
ジのプライムニュースに出演（昨年9月10日）
したときは、こう訴えた。
　「日本がいかに安全な国かということで、

安全手帳、統計集を作った。新聞を見て
ると殺人が多いように感じるが全然少な
い。何もかも統制で官僚統制、警察統制
で面白くない国になる。それが一番、い
ま日本にとって危ない。だから、これか
ら日本は楽しい国にならなければならな
い」

「安全な国　日本」増刷態勢
ＰＲの先頭に堺屋会長と松尾副理事長

　松尾副理事長は２０１５（平成27）年９月25日、
日本交通協会で「『安全な国　日本』安心と刑
事司法」という演題で講演した。

　　　　◇　　　　
　お手元にある『安全な国　日本』。きょうは
パワーポントを使って正面に拡大して投影し
ております。それをご覧ください。
　■中国の汚職摘発５万５千件
　まず「世界汚職認識度マップ」。赤が濃く
なると、汚職が蔓延している。１７５ カ国中、
最悪はソマリアと北朝鮮です。
　中国は、ちょうど １００ 番目。日本は 15 番
目。中国は毎年、全国人民代表大会で最高人
民検察院の検事総長が汚職の検挙数を発表し
ています。２０１４ 年は５万５千件。収賄金額
が １００ 万元、日本円でざっと２千万円を超え
るものが ３６６４ 件ありました。それに対し日
本の汚職検挙者は 56 人。

　わが国で
は、戦後す
ぐ の ８４００
件が最高で

手帳をポイント解説　松尾副理事長

す。ロッキード事件のころ １９７５ ～ ７６ 年
は、まだ１千件ぐらいありましたが、今
や消えるばかりの検挙数です。これをど
う見るか。捜査機関の検挙する力量が落
ちたという見方もありますが、やはり贈
収賄に対する考え方の違いがはっきり出
ていると思います。
　■日本の犯罪は減っている
　次は、日本の犯罪情勢。冒頭に「犯罪
が減っている国、日本！」とあります。
　これを見て「あれ？」と思われると思
います。２００２年が２８５万件で、戦後のピー
クとなっています。このころ「マイナー
な犯罪もキチンと検挙して、１件と数え

ブ
ー
ス
を
出
し
て
「
安
全

な
国 

日
本
」を
販
売
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なければダメではないか」という世論があり、
警察庁が中心になって、基準を厳しくしたん
ですね。
　それから後は基準は変わっていません。急
激に下がっているのは、検挙の体制とか、処
理について、日本の刑事司法が習熟してきた
ということがあります。ですから、１９４５ 年
終戦直後の統計と今の統計は、内容が違うと
ご理解をいただきたいと思います。
　■「殺人」が一番低いのは日本
　犯罪の国際比較。「殺人」で一番高いのが
アメリカ。一番低いのが日本。
　検挙率は、アメリカがとりわけ低い。日本
は 93％。殺人事件はほとんど解決するもの
だ、と国民が思っているわけです。
　「窃盗罪」。これも日本が断然低い。ここで
ちょっと注目は、英国がアメリカより発生率
が高いんですね。
　窃盗の手口別で、「侵入盗」は、治安感覚
からいうと大変悪いのですが、日本は 14％
ほど。諸外国は、侵入盗がほぼ５割。つまり
悪質なものが多いということです。
　■アメリカの刑務所人口 ２２４ 万人
　刑務所に何人収容しているか。１位アメリ
カ、２２３ 万 9 千人。人口比率で ０．７％です。
刑務所が沢山要る。州とか連邦で賄いきれな
くなって、30％は民間の刑務所。
　レーガン政権の最初のころは、60 ～ 70 万
人だったんです。それから急速に増えた。日
本は矯正という考え方で、刑務所に入れて社
会に戻すのですが、アメリカは、悪いことを
するやつは刑務所に閉じ込めて出さない。そ
の結果が、現在の ２２４ 万人です。
　二番目は中国。１６４ 万件。これは判決で確
定した者だけです。中国の刑事司法、実は私
もよくわからないのですが、裁判にかけるの
もあるし、かけないのもある。裁判ではなく
て、思想改造のための収容施設もある。果た
してどれぐらいの人が拘束されているのか。
中国も説明しない、我々も分からないという

のが実情です。
　日本はどうか。人口 10 万人当たり 51 人。
実数は６万人ぐらいです。アメリカとは桁が
違うわけです。
　■犯罪発生のワーストは大阪府
　犯罪発生率の都道府県別。一番高いのは大
阪、次が福岡。大阪の発生率が １７１１ と、際
立って高い。ではいいのはどこか。秋田、岩
手、青森県。秋田県は ３７８、断然低い。それ
から九州の大分、長崎県。これは恐らくご旅
行されたときの感覚とマッチするのではない
かと思います。
　交通事故死者は、近年ずっと減ってきてい
るのが分かると思います。ピークは １９７０ 年、
１万 ６７６５ 人。２０１４ 年は ４１１３ 人です。ピー
クの４分の１。これだけ急激に減らしてきた
国は日本が一番です。
　■不思議な国ギリシャ
　自殺率を載せました。韓国が一番多く、次
が日本。何故かは、いろいろな議論がありま
す。ただ、幸い日本は、２０１２ 年に 15 年ぶり
に３万人を割りました。２０１４ 年は２万 ５４２６
人。かなりの勢いで自殺者は減りつつあると
いうことは言えるかと思います。
　表の一番左下にギリシャがあります。ギリ
シャは、新聞報道にあるように大変悲惨な状
態と思うのですが、自殺者で言うと、ヨーロッ
パの中で最低なんですね。
　もう一つ失業率。ギリシャは 15 歳以上の
失業率が断トツで世界一なんです。ここらあ
たりはどういうふうに理解したらいいのか。
議論すべき項目であると思います。
■ 2020 年コングレス、東京五輪に向けて

　東京五輪の ２０２０ 年に国連犯罪防止会議（コ
ングレス）が日本で開催されます。大阪万博
の 1970 年に京都で開いて以来 50 年ぶり２回
目です。世界から来る人たちに日本をどう紹
介したらよいのか。英語の対訳をつけました。
統計資料を絞り込んでいって、残ったのが、
ここにある約 30 です。
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１．国連犯罪防止・刑事司法プログラム創生期
　犯罪の効果的防止と効率的な刑事司法制
度の確立は、国連創設当初から重要な課題
であり、国連経済社会理事会（経社理）は、
１９４８ 年に「国連が世界的な規模での刑事司
法政策の画定に中心的な役割を果たすべきこ
と」と決議した。これを受けて １９５０ 年に国
連内に正式に犯罪防止・刑事司法プログラ
ム（United　Nations　Crime　Prevention　and
　Criminal　Justice　Programme）が発足した。

　ところが「犯罪防止・刑事司法は、国家主
権の問題であり、国連は内政干渉すべからず」
という空気が国連内外に強く、この分野に必
ずしも国連が積極的に関与していると言える
状況ではなかった。
　国連創設（１９４５ 年）から 70 年以上が経過
する中で、以下の３つの点で大きな変化が
あった。
①犯罪への共通の対策の必要性（協力の必要
性）。犯罪防止・刑事司法分野においても世
界共通のアプローチをとることが可能な面が
あり、国際協力が必要であること。
②経験を共有することの意義。つまりグッド・
プラクティスを共有することの必要性。
③人権尊重の向上
　犯罪防止・刑事司法分野においても、国連
に求められる役割は年々大きくなってきたの
である。

　犯罪予防における

国連、アジ研、アジア刑政財団の役割
国連ヨーロッパ犯罪防止研究所長　マッティ・ヨッツェン氏

要約　田代　晶子　

２．１９９２ 年の国連犯罪防止・刑事司法プロ
　　グラムの機構改革まで
　当初、国連の犯罪や刑事司法への取組は、
西ヨーロッパと北米の犯罪学者や刑事司法実
務家のみを対象としていた。
　１９６０ 年代以降、国連加盟国が拡大し、多
くの途上国が加盟した。アジ研（国連アジア
極東犯罪防止研修所、UNAFEI）は １９６１ 年
に設置が決まり、設立は翌 62 年である。国
連は、当初、パキスタンにアジア地区の研修
所の設置を決めていたが、パキスタンが内政
事情から辞退。「この研修所の設置こそ日本

の国際的地位を高め、アジア地域ひいては世
界の犯罪防止にも貢献できる」と日本国政府
が誘致した。
　それから ILANUD（国連ラテンアメリカ
犯罪防止研修所、１９７５ 年設立、コスタリカ）、
HEUNI（国連ヨーロッパ犯罪防止研究所、
１９８１ 年設立、フィンランド）をはじめ、他
の国連犯罪防止・刑事司法プログラム・ネッ
トワーク機関（いわゆる PNI）が成立した。
PNI は現在世界各地に 18 機関があり、それ
ぞれプログラムに沿った特色ある活動を行っ
ている。

　

法務省保護局更生保護振興課補佐官
（前アジ研教官、2015 年第 13 回ドー
ハコングレス日本政府代表団）

講演するヨッツェン氏（左）。
右は通訳の田代晶子さん
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　国連犯罪防止・刑事司法プログラムは、設
立当初、専門家諮問委員会（27 人の専門家
から構成される通称「コミッティー」）が担っ
ていた。
　私は、このコミッティーの専門家の一人と
して、国連犯罪防止・刑事司法プログラムに
長年関与してきた。しかし、コミッティーは、
あくまで専門家会議であって加盟国自体が構
成員ではなかったため、政治的影響力には自
ずと限界があった。
　当時、コミッティーの機能は、加盟国の刑
事司法制度に直接影響しない、いわば「ソフ
トロー（soft　law）」（拘束力のないガイドラ

イン、決議案、勧告）の検討・策定等に止まっ
ていた。
　しかしながら、１９８０ 年代になってテロや
組織犯罪の脅威の増大、犯罪の国際化などが
進むと、国連犯罪防止・刑事司法プログラム
がより直接的に加盟国の刑事司法の在り方に
関与することが求められるようになった。
　こういった要請に応え、国連犯罪防止・刑
事司法プログラムが全面的に機構改革され
ることとなり、１９９１ 年の通称「ヴェルサイ
ユ宣言」、１９９２ 年の経社理決議に基づいてコ
ミッティーが廃止され、経社理の機能委員会
として、40 カ国から構成される政府間会議

①

⑱

⑦

④

国連犯罪防止・刑事司法プログラム
ネットワーク（PN I）18機関

⑫
②⑪

⑬
③

⑮

⑥

⑩

⑨

⑧

⑭

⑯

⑤

⑰

①アジ研（国連アジア極東犯罪防止研修所）Ｕ
ＮＡFEI：United Nations Asia and Far East 
Institute for the Prevention of Crime and the 
Treatment of Offenders （1962 年設立、東京都
府中市）
② 国 連 薬 物 犯 罪 事 務 所 UNODC：United 
Nations Office on Drugs and Crime  (1997 年
設立、ウィーン・オーストリア）
③国連地域間犯罪司法研究所 UNICRI ：United 
Nations Interregional Crime and Justice 
Research Institute (1968 年設立、トリノ・イタ
リア )
④国連ラテンアメリカ犯罪防止研修所 ILANUD：
United Nations Latin American Institute for 
the Prevention of Crime and the Treatment 
of Offenders  (1975 年設立、サンホセ・コスタ

リカ )
⑤ 国 連 ヨ ー ロ ッ パ 犯 罪 防 止 研 究 所 HEUNI ：European Institute for Crime Prevention and Control, 
affiliated with the United Nations (1981 年設立、ヘルシンキ・フィンランド )
⑥国連アフリカ犯罪防止研修所 UNAFRI ：United Nations African Institute for the Prevention of Crime 
and the Treatment of Offenders （1989 年設立、カンパラ・ウガンダ )
⑦ ICCLR ：International Centre for Criminal Law Reform and Criminal Justice Policy (1991 年設立、
バンクーバー・カナダ )
⑧ ICPC：International Centre for the Prevention of Crime （1994 年設立、モントリオール・カナダ )
⑨ NIJ：National Institute of Justice (1968年設立、ワシントンＤＣ・アメリカ )
⑩ RWI : Raoul Wallenberg Institute of Human Rights and Humanitarian Law （1984 年設立、ルンド・
スウェーデン )
⑪ BIG / ICAR：Basel Institute on Governance / International Centre for Asset Recovery (2003 年設
立、バーゼル・スイス）
⑫ ISPAC : International Scientific and Professional Advisory Council of the United Nations Crime 
Prevention and Criminal Justice Programme (1991 年設立、ミラノ・イタリア )
⑬ ISISC : International Institute of Higher Studies in Criminal Sciences (1972 年設立、シラク
サ・イタリア )  
⑭ ISS ：Institute for Security Studies（1991 年設立、プレトリア・南アフリカ )
⑮ NAUSS：Naif Arab University for Security Sciences(1978 年設立、リヤド・サウジアラビア )
⑯ CCLS：College for Criminal Law Science of Beijing Normal University  (2005 年設立、北京・中国）
⑰ KIC：Korean Institute of Criminology  (1989 年設立、ソウル・韓国 )
⑱ AIC : Australian Institute of Criminology (1973 年設立、キャンベラ・オーストラリア )
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としての国連犯罪防止・刑事司法委員会（通
称「コミッション」）が設立されることとなっ
た。
　また、この改革により、アジ研をはじめと
する国連犯罪防止・刑事司法諸機関が国連犯
罪防止・刑事司法計画ネットワーク（ＰＮＩ）
として組織された。
３．主な成果
　前項の機構改革以降、国連犯罪防止・刑事
司法プログラムはより具体的かつ実効性のあ
る取り組みを始め、いわば拘束力のある「ハー
ドロー（hard　law）」の制定に着手するよう
になった。
　機構改革後の最大の成果は ２０００ 年の国連
国際組織犯罪条約（UNTOC）及び ２００３ 年
の国際腐敗防止条約（UNCAC）という二つ
の強制力のある条約の成立である。
　国連条約ができると、必然的にその推進と
実際の取り組みを検証することになる。そこ
で国連犯罪防止・刑事司法プログラムの取り
組みは、これら２条約の確実な履行に向けて、
UNODC（国連薬物犯罪事務所、１９９７ 年設立、
オーストリア・ウィーン）や PNI による途
上国への技術支援や、各国における２条約の
履行状況の審査に重きが置かれるようになっ
ていった。
　これら２条約の締結は、国際的な刑事司法
の発展において、例えば次のような成果を上
げたと認められる。
　・刑事司法・捜査等における国際協力の枠
　　組みの構築

　・主要な犯罪の定義の国際標準化
　・没収や犯罪被害の回復など、刑事司法分
　　野における国際協力の枠組みの拡大
　・国連初の加盟国同士の相互審査（ピア・
　　レビュー）の仕組みの導入（UNCAC）
４．今後の課題
　上記の成果の一方、近年、次のような危惧
を感じている。特にカタールの第 13 回コン
グレスで第２･ 第４委員会の議長を務める中
で感じたことを含め、紹介したい。
　まずコミッションやコングレスの原則が

「全会一致」であることから、報告書や議決
書が大変一般的で表層的なものに止まること
が多い。しかも、実際にコミッションやコン
グレスに加盟国代表として出席しているの
は、各国のウィーン代表部の外交官たちが多
く、刑事司法の専門家や実務家ではない。よっ
て専門家からのインプットが少なくなってき
ていることも残念である。彼らの多くは、未
だに「国連は内政に干渉すべきでない。犯罪
は国内問題である」と述べるのである。
　また先進国と途上国の立場の違いも深刻で
ある。途上国が技術支援を受けることを当然
の権利としつつ、受けた資金や資源で取り組
む国内政策に対する助言は拒む場合もある。
文化財に関する問題も衝突のもとである。一
部の途上国は、何世紀も前に先進国が「犯罪」
により「略奪」した文化財の返還を求め、議
論が膠着するのである。
５．アジ研、ACPFへの期待
　私は，次回 ２０２０ 年の第 14 回コングレスが

　国連未加盟でも　「世界最大の犯罪関係の国際会議」
コングレス。第１回は １９５５（昭和 30）年にジュネーブ
で開催されたが、国連未加盟の日本も参加が許された。
首席代表は馬場義續最高検刑事部長（当時）。コングレ
スは明治時代に始まった「国際監獄委員会」の流れをく
み、日本は １９１２（明治 45）年から参加、第 2 次大戦中
も会費を納めていたからだという。

　日本人最多参加　日本人最多ばかりか世界でも例の
ない参加記録を持つのは「シキタセンセイ」。前理事長
の敷田稔氏（84 歳）である。１９６５ 年の第３回大会から

２００５ 年の第 11 回バンコ
ク大会まで、40 年間で
連続９回。「この世界記
録は今後とも破られる
ことはない」と豪語す
る。現日野正晴理事長は
１９８５ 年のミラノ大会か
ら昨年のドーハまで計５
回参加している。

　第４回京都会議　大阪万博の １９７０（昭和 45）年に開
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日本で開催されることを心から喜んでいる。
特にアジ研の仕事の正確さと段取りの丁寧さ
は国連犯罪防止・刑事司法プログラム関係者
の中でもよく知られており、次回コングレス
の成功を確信している。
　言うまでもなくアジ研は PNI の中で最古
であり、実績・伝統がある。ACPF（アジア
刑政財団）が支援してくれているところがア
ジ研の何よりの強みであり、国連 NGO で、
総合協議資格を持つ ACPF の有する国際
ネットワークが国連犯罪防止・刑事司法プロ
グラムの中でも大変重要な貢献をしている。
　国連の活動を充実化させ実効性のあるもの

　マッティ・ヨッツェン氏は、１９８７ 年から
国連ヨーロッパ犯罪防止研究所（HEUNI、
本部・フィンランド・ヘルシンキ）の所長。
フィンランド司法省・国立法政策研究所研究
官，イカーリネン裁判所判事，HEUNI 上席
研究官，司法省国際部長等の要職を歴任。
　40 年余にわたり、国連の犯罪防止・刑事
司法分野の活動に関与。昨年、カタール･ドー
ハで行われた第 13 回コングレスで、第２・
第４委員会の議長を務め、混乱する議場を見
事な手腕で納めた。極端な意見を述べる一部
の国の代表にも丁寧かつ誠実に対応しつつ、
委員会の報告書をまとめ上げたことは、コン

　本講演概要は、２０１５ 年９月５日ＡＣＰＦ名古屋支部で行ったヨッツェン氏の講演を筆
者が要約するとともに、読者の理解を促進するため、若干の解説を加えたものである。

グレスに参加した誰もが絶賛するところであ
る。余談だが、議長を補佐し、報告書を実際
に書いた書記役は、在ウィーン国際機関日本
政府代表部の菅野直樹検事（書記官 ･ 当時）
だった。
　ヨッツェン氏は、国連活動の中でも特に国
連ＰＮＩの取りまとめ役を長年務め、ＰＮＩ
の発展の要となってきた。コングレスの準備
等の機会に、たびたびアジ研にも来所してい
る。
　極めて温厚かつユーモアに富む人柄で、親
日家。日本語の言葉も豊富、敷田稔ＡＣＰＦ
前理事長とは旧知の仲であり、「シキタサマ」
と呼んでいた。

かれた第４回京都会議。宝が池に隣接する国立京都国際
会館で８月 17 日から 26 日までの 10 日間、世界 85 カ国
から １３００ 人が参加した。議長は馬場義續元検事総長。
事務方で会議を仕切ったのは、ニューヨークから派遣さ
れた敷田稔国連社会防衛課課長代理（Social　Defence　
Section、当時）だった。

　第 9回カイロ大会　１９９５ 年第９回のカイロ大会。日
本代表団 36 人の団長は日野正晴法務省法務総務総合研
究所所長。団員名簿に堀内国宏アジ研所長、敷田稔ＡＣ
ＰＦ理事長、千田恵介法務省刑事局付検事、佐々木知子

とするには、市民や NGO の協力は不可欠と
なっている。次回日本でのコングレス開催に
当たり、ＡＣＰＦが様々な面で貢献してくだ
さることを心から期待している。

（参考文献）
＊山下輝年「私が見たコングレス・ワークショッ
プ―第 13 回ドーハ会議に参加して」（法律のひ
ろば　２０１５．１１）
＊千田恵介「『犯罪と司法に関するウィーン宣言』
の意義と犯罪防止・刑事司法分野における国際
社会における取組み」（法律のひろば　２０００．１２）
＊浦田啓一「犯罪防止・刑事司法分野における
国連の活動」（法律のひろば　１９９５．９）
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アジ研教官（肩書はいずれも当時）。法務省法総研とア
ジ研、ACPF がコングレスと密接にかかわっているこ
とが分かる。

　ドーハ大会でアジ研同窓会⁉　２０１５ 年第 13 回ドーハ
大会で、アジ研は国際研修に参加した同窓生の写真パネ
ルを展示した。「世界 １３６ カ国・地域から ５０００ 人を超え
る高官」。この会報の表紙に写真が載っているキティポ
ン・キタヤラク氏をはじめ、ネパール元首相、中国最高
人民法院長（最高裁長官）、スリランカ最高裁判事……。
コングレスはアジ研同窓会の様相を呈する。
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　　講師紹介
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　本年１月 21 日、
ＡＣＰＦタイとアジ
ア刑政財団（ＡＣＰ
Ｆ）の共催による３
回目となる日本企
業、日系企業向けの
ビジネスセミナー
が、タイの首都バン
コクのタイ法務研究
所（ＴＩＪ）カンファ
レンスルームにおい
て開催されました。
　本セミナーにおい
て、タイ側からは、

タイ・バンコクで第３回「日本企業、日系企業
向けのビジネスセミナー」を開催

号を参照ください）。
　この第２回の講演会に出席された方々のア
ンケート結果を集計して選ばれたのが、今回
の演題「ＡＳＥＡＮ経済共同体及び税制・関
税に関する規制の変化が意味するもの」で、
政府担当者、地元の税務法制、税務行政に精
通した弁護士が講演しました。
　今回も、参加者が 110 名を超え、タイ語と
日本語の同時通訳で行われた講演のあと、質
疑応答が活発になされるなど、関心の高さが
窺われました。
　それでは、講演会についての概略を紹介し
ます。
　まず最初に、ＡＣＰＦタイ理事長キティポ
ン博士の歓迎の挨拶がありました。
　その内容の趣旨は、ＡＣＰＦについて、こ
れは日本を起源とするもので、民間が協力し
て犯罪なき繁栄を目指す活動をいろいろな国
で展開していること、今回の演題は、出席者
からのアンケート結果によるもので、演題に
精通した者を講師に選定したこと、この講演

キティポンＡＣＰＦタイ理事長（タイ法務研
究所（ＴＩＪ）所長）・首相補佐官▽ウクリ
スド法務省次官局国際課長▽シリサック最高
検察庁上級検事▽マノート警察学校次長▽ヨ
サワン法務省保護局研究開発所長▽ピセット
ＴＩＪ戦略交流課長等、タイ政府の要職を占
める多くの方々の出席を得ました。
　第１回のセミナーは、２年半前、タイにお
ける投資全般について、どうすれば投資側と
タイ側がお互いの利益となるのかの視点に立
ち、「タイにおける投資：期待と現実」、「タ
イの法制度及びＡＳＥＡＮ経済共同体へのそ
の将来の見通し」「現在のタイの労働事情及
び事業家にとっての労働法」等について講演
と意見交換会が行われました。
　第２回は、１年前、タイ政府労働省事務次
官、労働省法規部長らによる「タイにおける
ビジネス活動－効果的な労務管理」等につい
ての講演が行われ、労働問題で企業側が刑事
罰に問われるケースなどについても論及され
ました（詳しくはアジア刑政通信 54 号、57

歓迎の挨拶をするＡＣＰＦタイのキティポン理事長
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会等を通じてタイと日本の犯罪防止活動がよ
り浸透することを願っている、とのことでし
た。
　最初の講演者は、元タイ商務省の貿易振興
局勤務、現タイ法務省事務次官室国際部長・
ウクリスド・ムシパント氏で、まずアセアン
経済共同体（「ＡＥＣ」という）の成り立ち
と基本的方向性について、
　①�商 品 の 自 由 な 流 れ（Free�Flow�of�

Goods）
　②�サービスの自由な流れ（Free�Flow�of�

Services）
　③�投 資 の 自 由 な 流 れ（Free�Flow�of�

Investment）
　④�熟練労働の自由な流れ（Free�Flow�of�

Skilled�Labors）
の４つの柱を挙げて、それぞれの詳細につい
て、具体的な説明がなされました。
　また、Opportunities については、
　①市場アクセス（Market�Access）
　②内国民待遇（National�Treatments）
　③保護（Protections）
の３つがあること、それぞれの詳細について
も説明がなされました。
　その１つを例示しますと、②の内国民待遇

については、日本人がタイでビジネスを行う
際、許可を要する業種について、商務省で申
請登録をして許可を取る必要があるが、ＡＥ
Ｃの枠組みの下では申告のみで足りること、
投資についても戸籍と居住期間、住所等の制
約を緩和することを検討していること、また、
ＡＥＣ内での商業上の紛争が勃発した場合の
保障や投資等についてのトラブルが発生した
場合の国際的仲裁のメカニズムを最近採用し
ているとのことでした。
　最後に、日本の投資家には投資方法につい
て３つの選択肢があること、１つは、ＡＥＣ
設立の下であれば、ＡＳＥＡＮの投資家とし
て投資する方法、２つは、ＡＳＥＡＮプラス
ジャパンＦＩＡという枠組の方法があるこ
と、現在まさにこれについて日本政府と交渉
中で、税的な恩典、種々の規制の緩和も期待
できるということ、３つは、ＡＥＣの利点等
を利用することなくＡＳＥＡＮの１つもしく
は複数の国に普通の方法で投資をし、事業を
発足させてからＡＥＣの有利な内容を利用検
討する方法があることについて、これらの長
所短所についての説明がなされました。
　次の講演者は、ベーカー＆マッケンジー法
律事務所においてパートナー弁護士をしてい
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るパンヤ・シッィサコンシン氏で、まずＡＥ
Ｃの現状や税制度の運用についての話しがあ
りましたが、その視点は客観的で、かつタイ
政府とは少し距離を置いていると感じるもの
でした。
　ＡＥＣのこれまでの成功事例の１つとして
ＣＰＴと言っている関税の撤廃、軽減があり、
輸入に伴う行政手続はオンライン化されて効
率的、合理的に運用されているし、物流のイ
ンフラ整備も行っていて、ＡＳＥＡＮ 10 ヶ
国が陸路でつながり空路も整備されているこ
とが、また今後の課題としては、１つの例と
して、サービス分野ではタイはまだまだ不十
分で外国人がサービス業を自由に行えるよう

に現在取り組んでいること
などが述べられました。
　また、ＡＥＣの実証的な
評価項目である、単一市
場、競争能力、エクイタブ
ル、経済発展は、評価する
と 90 点であること、その
根拠として数々の実例が述
べられました。その１例を
挙げると、ＡＳＥＡＮの経
済規模は、ここ７～８年間
で１.33 兆ドルから２.57 兆
ドルと倍増していること、
貿易、海外からの直接投資
は 850 億ドルから、現在で
は 1,360 億ドルに上ってい
ること、などでした。
　税金関係については、タ
イでは法人所得税が 30％
から 23％となり、20％と
なっていること、個人所得
税は、今 35％。これから
30％位に下げる方向にある
こと、相続税は、シンガポー
ル、香港は現在はなく、タ
イでは制度として存在しな

かったのですが、来年２月１日から新しく施
行されることになっていること、などでした。
　次にタイでの投資に関連する税金の減免制
度であるＩＨＱ（国際地域統括本部《インター
ナショナル・ヘッドクォーターの略》は去年
の５月改正）とＢＯＩ（タイ投資委員会）ま
たは恩赦プログラム（いずれも投資推進証書
が発行される）の活用、その税の減免申請の
業種、その手続など具体的な説明がなされま
した。
　ＢＯＩについては、事業ごとの申請で、申
請すれば投資推進証書が発行され、１社につ
いて何通でも発行可能であることも説明され
ました。
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　しかし、ＢＯＩが発行した投資推進証書の
適用範囲等について、課税庁である歳入局、
税関当局等の担当者の解釈が課税方向に働く
こともあり、これを不服とした日本の企業が
訴訟を起こしたケースもあって、最終的には
タイの最高裁で日本の企業の勝訴で決着がつ
いたこと等の説明がありました。
　移転価格（トランスファー・プライシング）
の価格の決定は、タイ国でも本国でも問題に
なることから、タイの現地の市場価格に合っ
ていること、ロイヤルティフィーについて、
アメリカ、ヨーロッパの国の企業は、持株会
社等を複雑に使っているので、支払う税金が
少ないのに比べ、日本の企業は 15％を支払っ
ていること、今後の関税局のトレンドはこの
ロイヤルティフィーになると思われること、
これに付随して、日本以外の国の企業は、当
局から指摘を受けても、なかなかそれに応じ
ないのに、日本の企業はすぐに応じて言われ
るままに税金を支払う傾向にあるとの指摘等
がありました。
　また、年内にも、税制をさらに透明化する
ための立法が行われると思われるので、気を
付けて欲しいとの要望もありました。
　ＡＥＣの将来性について、さらに規制が緩
和されれば、投資額も拡大すると思われるこ

と、人口は中国、インドに次
いで６億 2000 万人と３番目
であるが、人口構成の年齢を
比べると、東アジアは 30 代
以下が 39％なのにＡＳＥＡ
Ｎでは 30 代以下が 50％以上
と若い人が多く、今後の発展
が大いに見込まれる地域であ
るとの説明がありました。
　次いで、講演内容について
の複数の質疑応答がなされま
した。その１つをあげます。
　それは、日本企業で金属加
工をしている会社の方からで

したが、歳入局・税関当局から調査を受けた
ので、ＢＯＩの枠組で適法、適正に対応して
いる旨の回答をしたのに、歳入局等の当局の
担当官から、ＢＯＩと税関とは関係ない等と
言われて回答を無視されたが、同じ政府内機
関なのに意見や対応が異なるのは何とかなら
ないか、その解決方法はないか、とのことで
した。
　この質問に対する応答は、タイではそれぞ
れの役所の部局において、その運営上、解釈
が異なることはよくあること、ＢＯＩのケー
スだと、貿易推進の観点からＢＯＩが推進証
書を出すこととなっているが、税関では、税
金を取るための解釈をする場合もあるので、
まず、ＢＯＩに実状を話してＢＯＩを通じて
税関当局と協議をして貰うことが最良の解決
方法であるとの回答がされました。
　最後に、アジア刑政財団事務局長堀内国宏
から、謝意の挨拶がありました。
　ＡＣＰＦタイでは、今回の参加者からも次
回開催の演題を選定するためのアンケートを
取っており、ＡＣＰＦタイは来年度も共催で
ビジネスセミナーを開催したいとのことでし
た。
� （文責：審議役�有田知德）
� （　�　　同　　新庄一郎）
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　1991（平成３）年の第 89 回国際研修に参
加した各国の刑事司法関係者が４月 15、16
の両日、府中のアジ研の宿泊施設に宿泊して
同窓会を開き、25 年ぶりに旧交を温める。
　フィリピン司法省のガーニャ次長検事らの
呼びかけで、海外から 89 回研修に参加した
15 人のうち６人が自費で来日、参加するこ
とが決まっている。
　当時の第 10 代アジ研所長・杉原弘泰氏

（ACPF 理事）、教官だった西川克行東京高
検検事長など日本人関係者も多数参加する。
　メインプログラムは４月 16 日（土）に行
われ、懇親会は午後 6 時からアジ研で。会費
３千円から。参加申し込みは、ＡＣＰＦ吉
田（☎ 042-334-6639）、ＵＮＡＦＥＩ伊藤（☎
042-333-7021）氏へ。

★アジ研が来年９月昭島に移転予定

　法務省が東京都昭島市に建設中の国際法務
総合センターにアジ研の施設も新築される。
国営昭和記念公園に隣接する米軍基地跡地の
12.6 万㎡の一角で、事務棟（５階建て）、研
修棟（２階建て）、寮棟（９階建て）で床面
積は約 1 万㎡。研修定員は 55 人。
　最寄駅はＪＲ青梅線東中神駅。徒歩 10 分。

★森永次長が「ベトナムの汚職」について講演

　経営法友会とアジア刑政財団共催の講演会
が 2015 年９月４日アルカディア市ヶ谷で開
かれ、アジ研の森永太郎次長が「ベトナムの
贈収賄規制の概要と摘発事例」を話した。参
加企業は 130 社にのぼった。
　森永次長は検事 22 年。2004 年から３年間
ベトナムで法整備支援活動をした。

25 年前の研修参加者が海外から集結
4月 15、16 日アジ研で初の同窓会
　　　　　　　　　参加者を募集中！

国際法務総合センターのイメージ図。手前
の左角がアジ研の事務棟、その右側が寮棟

　「ベトナムでは汚職はすべての分野で発生
している」（最高人民検察院の発表）。米政府
の調査で、ベトナムで事業展開している企業
1115 社に聞き取り調査したところ、通関で

「潤滑」手数料を払った 70％、入札参加に当
たってコミッションを払った 40％、事業開
始に当たって非正規の手数料を払った 20％
――。
　「安全な国　日本（2015 年版）」にある「世
界汚職マップ」では 175 カ国中、119 位。各
監査機関の摘発で罰金総額は日本円換算で
177 億円、会計検査院による罰金勧告総額は
1300 億円にのぼる。
　疑獄事件で４人に死刑判決が出て、刑に処
せられたなど摘発事例が紹介され、日本企
業がらみでは、26 万 2 千ドルの賄賂を渡し、
一審で終身刑、控訴審で禁固 20 年の贈収賄
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事件があった。
　進出企業に求めることとして、ベトナム当
事者の不正を助長するような行動をしない、
ベトナムの自助努力を信頼し、これを支援す
る、ホイッスル・ブロウワーの役割りを果す、
などを要望した。

★米刑務所内で英語を教えた日本人女性
　――刑事政策公開講演会で紹介される

　アジ研・日本刑事政策研究会・アジア刑政
財団主催の刑事政策公開講演会が１月 29 日
法務省大会議室で開かれ、英国デ・モンフォー
ト大学のロバート・カントン教授が「地域

　吉原令子さん。現在は日本大学商学部准教
授で英語を教えているが、1991 年からミネ
ソタ州立大学大学院で女性学を専攻した。92
年 6 月から３か月、クックカウンティ刑務所

（Cook�County�Jail）で受刑者（inmates）に
英語と算数を教えた。女性拘置所は１クラ
ス 25 人ほど、男性拘置所は１クラス 15 人程
度で学習レベル別で４クラスあった。専属の
Program�Director らがいたので、怖いと思っ
たことは一度もなかったという。

刑（社会内処
遇）の将来」、
米セイファー
財団のダイア
ン・ウィリア
ムズ名誉会長
が「犯罪者処
遇における多
機関連携：協
働を通じた効

率と成果の改善―ＮＧＯの視点から」につい
て講演した。
　シカゴに本部のあるセイファー財団は、刑
務所を出所した人たちへの就労支援を目的に
44 年の活動実績があるが、ウィリアムズ名
誉会長は「日本人にも協力してもらいました。
レイコさん！」。

　「驚いたことは、字が書けない・読めない
ということや簡単な算数（掛け算や割り算）
ができないこと。女性受刑者が書いた "Who�
am�I?" を読んだのですが、多くの女性が貧
しい家庭に育っただけでなく、性的虐待や恋
人からの暴力、ドラックや売春の強要などの
辛い経験をしている。犯罪の原因をすべて社
会のせいにすることはできないが、それを
放っておくことは社会の一員である私にも責
任はあるのではないかと思いました」と述べ、
さらに「私にできることは『恵まれた環境に
育ってラッキーだった』と感謝することでは
なく、『私がこの社会に何ができるのだろう
か』と真摯に考えることだと当時強く思いま
した」といっている。

経営法友会の会員で埋まった会場

カントン教授
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　２月 22 日は、京都で昭和 22（1947）年に「京
都少年保護学生連盟」が発足した日、日本の
ＢＢＳ発祥の記念日にあたる。
　その２月 22 日、宇都宮市で開かれた宇都
宮保護司会・更生保護女性会との合同研修会
で日本ＢＢＳ連盟会長の戸田信久氏（財団本
部審議役、元京都地検検事正）が「ＢＢＳ運
動の現状と課題について」講演をした。
　財団本部理事で本部支部期成会の鈴木仁会
長は、宇都宮保護司会の会長でもある。戸田
ＢＢＳ会長は、財団審議役で期成会の担当で
あり、この日の講演となった。
　ＢＢＳ運動（ Big�Brothers� and� Sisters�
Movement) は、1904（明治 37）年に米ニュー
ヨークで生まれた。日本の会員は現在 4500

人。減少傾向に
あ る が、 こ と
し「特定非営利
活動法人」の認
可を得て、ＮＰ
Ｏ法人として組
織体制の整備・
強化を打ち出し
ており、「少年
を取り巻く環境
は複雑化してい
る。68 年 に わ

戸田ＢＢＳ会長が宇都宮で講演

　財団本部の前理
事、安田隆夫氏（66
歳）が昨年 11 月、

『私の「ドン・キ
ホーテ」人生』（文
春 新 書、864 円 ）
を出版した。
　29 歳 の 時、 わ
ずか 18 坪のディ
スカウント雑貨店

　堺屋太一会
長（80 歳 ） も
昨年 11 月、『堺
屋太一が見た戦
後七〇年七色の
日本』（㈱朝日
新聞出版、1728
円）を出版した。
　「週刊朝日」
に連載した「自

たる活動実績を活かし、更生保護関係団体と
の連携を強化して、運動の輪を広げたい」と
戸田会長は訴えた。

出版しました！　安田前理事と堺屋会長

「泥棒市場」を始め、現在は年商７千億円に
達する。昨年会長兼 CEO を退任して、創業
会長兼最高顧問。
　「はらわたで考えなければ、真のブレーク
スルーは生まれない」。この言葉に成功の秘
密が隠されている。

伝」を加筆した。今「週刊エコノミスト」に
近未来小説「三度目の日本 2027」を連載中だ。
2020 年東京五輪後の日本を予測する。
　戦後 70 年、「七つの人生」を生き抜いた特
異な体験を通じて、「三度目の日本」を興さ
なくてはならない、と訴える。
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　千葉支部では、支部行事として年 2 回、有
識者を招いて会員向けの講演会を実施してい
ます。
　平成 28 年 1 月 29 日（金）、千葉市幕張に
あるホテル ザ・マンハッタンにおいて講演
会を開催しました。会の冒頭、早川恒雄会長

（㈱千葉銀行特別顧問）は、新年のご挨拶を
述べられたあと、「爆買い」目的の中国人観
光客をはじめ、昨
今増加する外国人
旅行者の話題に触
れ、外国から見た

「日本＝安心な国」
のイメージを保つ
ためにも、更生保
護の意義は大きい
とし、参加者の日々
の活動に感謝と敬
意を表されました。
　今回の講演会は、
当支部幹事でもあ
る千葉保護観察所
長の佐藤比呂明様
に講師としてご登
壇頂き、「更生保護の課題と方向性」と題し
てご講演頂きました。佐藤所長は、長野、広
島など全国の保護観察所長を歴任し、平成
26 年 2 月から千葉の保護観察所長として活
躍されています。講演では、無職者が有職者
に比べ４倍の再犯率であることや、高齢又は
精神障害を有する受刑者の増加などが課題と
なっていることを挙げ、彼らの就職支援や住
宅確保のほか、保護司に対する処遇強化など、
保護観察所が行っている取組みについてお話
しされました。こうした取組みは民間、地方

公共団体と連携して実施しているほか、イ
メージキャラクター「ホゴちゃん」やツイッ
ターの導入など広報啓発活動にも力を入れて
いるということで、安心して暮らせる社会の
構築には、関係者のみならず地域社会の理解
と協力がとても重要であることを改めて認識
しました。保護司な
ど自身も更生保護に
携わっている参加者
の皆様も大変熱心に
耳を傾けていまし
た。
　講演会後の交流会
は、衆議院議員の田
嶋要会員からご挨拶
を頂き、赤田靖英副
会長（㈱千葉日報社
特別顧問）の乾杯の
ご発声により開始さ
れました。和やかな
雰囲気の中でも、会
員同士の活発な意見
交換がなされ、盛会のうちに終了いたしまし
た。

平成 28 年講演会、交流会の開催
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講師を囲んでの交流会の様子
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　札幌支部では、アジ研第 162 回国際高官セ
ミナー参加者（海外 10 か国 14 名、国内６名、
合計 20 名）を囲んでの意見交換会・懇親会

を、雪まつり開催直前の２月３日に恒例の札
幌パークホテルで行いました。
　昨年に引き続き、「雪の札幌」の体験が大
好評であったことから、今年も２年連続で第
67 回札幌雪まつり（２月５日～ 11 日）の開
催前に行いました（雪まつりの真っ最中の企
画は、宿泊・交通等の面で極めて難しいので
す）。海外からの参加者には雪は極めて珍し
い体験となるはずでしたが、少し前に東京で
大雪となり、札幌前に雪を初体験してきたと
いう方もいらっしゃいました。
　さて当日は、アジ研からの御一行の他に、
ＡＣＰＦ札幌支部関係者、高検地検そして矯
正管区関係者、保護司、更女関係者、在札弁

国際高官セミナー参加者と意見交換・懇親会
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護士等一般参加者に学生通訳者等を含め、昨
年とほぼ同規模の 132 名の出席があり、大変
な盛会となりました。
　主催者札幌支部の吉岡征雄会長の挨拶、御

来賓の札幌高検三浦守検事長、北
海道地方更生保護委員会の中川
利幸委員長から御挨拶をいただ
いたあと、懇親会に入りました。
　今年は、昨年とは異なり、札
幌支部の会員のお嬢さんらの「フ
ルーフィ」というバンド演奏も
あり、立食スタイルの料理を追
加発注するほど、よく食べよく
飲みよく談論していただきまし
た。
　また、今年も昨年に引き続き、
10 人の学生通訳を依頼し、立食
のテーブルに少なくとも１人英
語の話せる人（アジ研教官、日
本人研修参加者等を含め）が居
てもらうことにより、海外から
の参加者との会話もスムーズに
行われ、大変好評をいただいて
います。
　懇親会に入ってからは、アジ
研山下輝年所長のスピーチ、研
修参加者全員の紹介と御本人に
よるひと言日本語スピーチ、研
修参加者を代表してミャンマー

のミン・チョー・トゥ氏のサンキュースピー
チがあり、最後は札幌矯正管区の佐藤克巳菅
区長の乾杯でお開きとなりました。
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今年も活躍した学生通訳の方々 ACPF札幌支部の女性会の方々
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　日本のラグビーワールドカップの活躍によ
り、思わぬ大人気になりましたね。五郎丸選
手のルーティンは 2015 流行語大賞にも選ば
れました。
　ニュージランド・オールブラックスが試合
前に行うハカダンスも一躍有名になりました
が、ラグビーＷ杯前の９月５日に来県した第
161 回アジ研国際研修参加者がマオリ族のハ
カダンスを披露され、大いに盛り上がりまし
た。
　写真がその時の光景ですが、南太平洋ポリ
ネシアにあるクック諸島の矯正局部長ベレス
フォード・ヘンリー・ヘザーさん。
　ヘザーさんは、元ラガーマン。お国ではミ
スター・ブラックという愛称で呼ばれている
とのことで、私たちももっぱら「ブラックさ
ん」と呼んでいました。オールブラックスに

由来することは間違いありません。
　ハカダンスは、試合前に相手を威嚇するパ
フォーマンスですが、現在では相手に敬意や
感謝の気持ち示すものとして、結婚式などで
も披露されるそうです。
　さて、一緒にお見えになったのは、ケニア
の主任保護観察官ムランディさん、ミャン
マーの矯正局企画官リンさん、パプアニュー
ギニアの保護局監査部長ミリオさんと引率の
府中刑務所教育専門官渡邉真也さんの計５
人。
　一行は、北陸新幹線で長野駅に到着。長野
少年鑑別所で井上所長はじめ鑑別所スタッフ
のご案内により所内を見学しました。その後
国宝「善光寺」へ。本堂下の真っ暗闇を歩く
お戒壇巡りも経験していただきました。
　午後４時 30 分から「ホテル国際 21」で長

第 161 回国際研修参加者を迎えて
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野支部会員との歓迎式典・意見
交換会が開催されました。
　西村逸夫会長（財団本部審議
役）の歓迎の挨拶に続き各研修
参加者の自己紹介、特に勤務経
歴や勤務先の地位などについて
引率の渡邉さんの通訳により説
明・発表がありました。
　記念撮影の後、懇親会場で茶
道石州流怡渓会（いけいかい）
の宮澤理事長の進行によりお手
前を解説を入れながら研修参加
者・参加支部会員全員に薄茶を
楽しんでいただいたあとパー
ティーへと移りました。
　宴半ばには参加者全員に参加賞としてビン
ゴゲームによりお好みの賞品が交付される
ゲームを楽しんでいただきました。
　終了間際には研修参加者を代表してブラッ
クさんが自己紹介のとき同様に「ハカダンス」
を交え、お礼の言葉を述べられました。
　その後、不肖私のおぼつかないピアノ伴奏
で参加者全員が手をつないで大きな輪にな
り、「ふるさと」を大合唱し、無事閉会とな
りました。
　翌日、ホテルを出発し「川中島の古戦場」
を視察した後、松代町内の水澤ブドウ園を訪
問し、最盛期の「巨峰」、「ロザリオブランコ」
のブドウ狩りと味覚を楽しんでいただき、再
び長野市内に戻り、市内の浦野リンゴ園を訪
問し、採りたてのリンゴを賞味していただく
などし、信州の秋の味覚を味わっていただき
ました。
　午後は長野刑務所へ。越前所長はじめ刑務
所スタッフのご案内によりハイテクな所内を
見学させていただきましたが、受刑者が喫煙
できるミャンマーの刑務所との違いにナイン
さんは驚いていたのが印象的でした。その後
長野駅にてお別れいたしました。
　研修参加者の皆様には慌ただしい２日間で

あったと思いますが、ぶどう園、りんご園、
鑑別所、刑務所等行く先々で、ブラックさん
が代表者を決めてお礼の挨拶をさせるなど
リーダー役を努めていただき、ありがたく、
また、礼儀正しい一面を見せていただきまし
た。
　今回の研修参加者は矯正・保護担当という
ことで、支部としては初の「長野少年鑑別所」、

「長野刑務所」の見学をお願いいたしました
が、休日にもかかわらず、快く一行を迎え入
れていただき誠にありがとうございました。
特に長野刑務所では研修参加者の国旗を挿入
した素晴らしい、パワーポイントを用いての
説明会を用意していただき、研修参加者も感
激したことと思います。
　研修参加者からは、多数の会員およびボラ
ンティアの方々により、長野を堪能すること
ができたというお礼状も届いており、今後、
日本、特に長野という言葉を聞くたびに二日
間の出来事を思い出してくれますよう願って
おりますし、また、帰国後の研修参加者の皆
様のご活躍を祈念いたしております。
　もちろん、会員の皆様、ボランティアの皆
様ありがとうございました。ますますのご健
勝を祈念いたしております。
 （長野支部事務局長　山田　清）

ハカダンスを披露する「ブラックさん」㊧と研修参加者たち
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　平成 27 年９月５日（土）第 161 回国際研修・
客員専門家マッティ・ヨッツェン氏（フィン
ランド共和国　国連ヨーロッパ犯罪防止研究
所所長）、同ヨッツェン夫人、ギャリー・ヒ
ル氏（アメリカ合衆国　セガサービス・コン
タクトセンター）の３氏は、田代晶子氏（法
務省保護局更生保護振興課補佐官）に引率さ
れ、また山下輝年氏（国連アジア極東犯罪防
止研修所所長）も同行され、来名された。
　トヨタグループ発祥の地である旧豊田紡織
株式会社本社工場跡に残されていた赤煉瓦造
りの建物を活かしてトヨタグループ 16 社が
共同で設立したトヨタ産業技術記念館へ向

い、土居竹美氏（名古屋
支部会員・弁護士）も合
流し昼食の後、繊維機械
館で紡ぐ・織る技術と繊
維機械の移り変わりを、
また自動車館では自動車
の仕組み・構成部品、ト
ヨタの創業当時から現代
に至る技術を驚嘆しなが
ら興味深く見学されまし
た。
　その後、KKR ホテル
名古屋において午後４時

30 分から客員専門家のマッティ・ヨッツェ
ン氏による「犯罪防止における国連、アジ研、
ACPF の役割」（６～９㌻で特集）と題した
講演会（通訳：田代晶子氏）が開催され、始
めに名古屋支部田中清隆主幹の開会挨拶、引
き続き国連アジア極東犯罪防止研修所山下輝
年所長から挨拶をいただきました。ご講演で
は、世界的な観点から ACPF の役割、位置
づけを分かりやすくご説明いただき、今回初
めて参加された方々からも大変好評でした。
今回は、法務総合研究所赤根智子所長も東京
から来名いただき、ほか多数の方が聴講され
ました。

第 161 回国際研修・客員専門家を迎えて
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　引き続き、午後５時 30 分から意見交換・
歓迎懇談会が開催され、客員専門家それぞれ
が自己紹介を兼ねて挨拶されました。
　名古屋支部会長（代理：中部電力株式会

社法務部部長 長谷川
聡 氏）からの歓迎の
挨拶、記念品の贈呈
があり、名古屋支部
小関敏光主幹の乾杯
の発声により懇談会
が始まり参加者と和

やかな交流の輪が広がり、懇談会が大いに盛
り上がりました。終わりに客員専門家のギャ
リー・ヒル氏から心のこもった謝辞が述べら
れ、別れを惜しみながらの閉宴となりました。
　閉宴後、客員専門家を赤根法総研所長、山
下アジ研所長、田代補佐官、田中主幹、土居
会員が同行して名古屋の繁華街「栄」へ案内
し、ライトアップされた名古屋テレビ塔、オ
アシス 21（水の宇宙船）界隈を散策し、名
古屋の夜景を満喫しました。
　翌６日（日）は、生憎の雨天となりましたが、
土居会員にも同行していただき、徳川御三家
筆頭であった尾張徳川家の歴代相伝の重宝、
いわゆる「大名道具」、世界的にも有名な国
宝 ｢源氏物語絵巻｣ をはじめ国宝９件、重要
文化財 59 件、重要美術品 46 件などを所蔵す
る徳川美術館・蓬左文庫を見学しました。装
飾具のついた長槍をみて、これは何のために
あるのかなどの質問があり、大変興味をもっ
て見学されていました。昼食後、隣接する池
泉回遊式の日本庭園である徳川園（尾張徳川

家別宅）をガイド（英語）さんとともに見学
し、池の鯉の餌やりには、びっくりしながら
も大変楽しそうでした。
　２日間の日程を終え、別れを惜しみつつ、
新幹線「のぞみ」にて離名帰京されました。
　後日、客員専門家から丁重なる感謝の言葉
が記載された礼状が届きました。
 （事務局長　山口隼千）
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　アジ研の第 18 回汚職防止刑事司法支援研
修（2015 年 10 月 14 日～ 11 月 18 日）の参
加者 30 人らを招いて東京みのる会（鈴木實
会長）恒例の意見交換会が 2015 年 10 月 28 日、
東京港区の明治記念館で開かれた。
　財団本部・大森晶夫総務部長の司会で始ま
り、まず東京みのる会を代表して同会監事の
坪口隆さん（五十鈴グループ副会長）が歓迎
の言葉を述べ、続いて山下輝年アジ研所長、
客員専門家のサイ・チゥ・ワン氏（香港）が
挨拶したあと、財団本部の堀内国宏事務局長
が乾杯の音頭をとった。
　アジア刑政財団が発行した「安全な国 日
本（2015 年版）」に「世界汚職認識度マップ」

（175 カ国）が掲載されているが、海外から
参加した 18 カ国で最も上位にランクされて
いるのはブータンの 30 位。次いでタイ 85 位、
エジプト 94 位で、あとはこの統計に掲載さ
れていないモルディブを除き、いずれも３ケ
タ台だ。それだけに研修に参加している検事、
判事、警察官らの「汚職撲滅」意識は高い。
ちなみに日本は 15 位である。
　交換会は、終始なごやかな雰囲気の中で行
われ、恒例の日本語による自己紹介のあと、
アジ研の森永太郎次長がギターを持って登
場。「思い出のグリーングラス」など２曲を
披露して、やんやの喝采を浴びた。
　会場にはアジ研の前所長で法務省法務総合

第 18 回汚職防止研修参加者との交流会

研究所所長の
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弘、戸田信久
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各審議役らがお見えになり、研修参加者と懇
親を深めていた。
　参加者を代表して南スーダン汚職防止委員
会の捜査・法務総局の総局長アクウェイ・マ
ユエン・デン・ドゥツ氏がサンクス・スピー
チをした。
　「汚職は世界共通の課題である。この研修
を通して汚職と闘うための方法を見出すこと
が出来ると確信している」と決意を述べた。
　通訳は日本人研修参加者の警視庁の本田周
一警部があたったが、南スーダンは「汚職認
識度マップ」で下から５番目の第 171 位。そ
れだけにドゥツ氏の決意表明は重いものが
あった。

　最後に元アジ研所長で、ACPF 審議役の
北田幹直さんが中締め。汚職防止の研修は
1998 年から始まった、とその経緯を説明し
たあと「スタディー・ハードとともに、仲間
をいっぱいつくって帰国してほしい」と訴え
た。
　アジ研からは湯川毅、渡部亜由子教官をは
じめ専門官ら、財団事務局から吉田弘之事業
部長、市川美鈴経理部長をはじめ、受付など
のお手伝いに竹内陽子、堀内真理子さんがあ
たった。
　東京みのる会からは鈴木満、大熊重夫、今
成艶子各会員が出席した。
 （報告者：鈴木満）
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　平成 27 年８月 16 日から９月 18 日
まで、国連アジア極東犯罪防止研修所

（UNAFEI）において、「次世代を担う
刑事司法職員（矯正保護）の育成」とい
う研修テーマで来日している 20 名のう
ち、①ブータンの王立警察矯正局司令官
ソナム・チョーデン女史、②ケニアの矯
正局厚生福祉課首席でありカソリック神
父であるピーター・キマニ・ドゥング氏、
③同国の矯正局行政研修班パウリン・ワ
ンジャ・ガーラ女史の３名が、９月５日
～６日の両日、来阪した。
　新大阪駅近くで自己紹介を兼ねた昼食
のあと、近畿大学法科大学院に赴き、多
くの院生を前にして、恒例の「外国人法
曹との研修会」を開催した。

施設の規則などを興味深く鑑賞し、活発に質
疑をしていたのが印象的であった。
　午後には心斎橋でショッピングをしたが、
母国で待っている子供達への衣服、靴などの
土産品ばかりで、我が子を想う気持ちは同じ
と微笑ましく感じた。その後、淀屋橋から水
上バスに乗船し、川面から水の都大阪を散策
し、夕方の新幹線で東京への帰途についた。
※ 　定時総会は６月２日（木）を予定してお

ります。詳細につきましては、後日、ご案
内致します。 （瀧・柏岡）

大阪支部

第 161 回国際研修参加者を招いて

　３名はそれぞれの母国の刑事司法について
プレゼンテーションを行い、院生との質疑応
答も行って、約３時間の充実した研修会を
行ったが、その中で、ブータンの研修参加者
からは、仏陀の教えが刑事法の根幹に置かれ
ていること、ケニアの研修参加者からは、刑
務所の看守を対象とする研修教育を充実させ
ることにより、看守による収容者に対する矯
正教育も充実してくるという、優れた矯正教
育システムの紹介もあった。
　そのあと、大阪市内のホテルにおいて、大
阪支部のメンバーと夕食を兼ねた懇親会を催
し、大阪での研修や人との交流が有意義で
あったことに対し、研修参加者各自から謝意
が述べられた。
　宿泊した KKR ホテルオーサカの窓から見
えるライトアップされた大阪城に感激してい
た。
　翌６日は、更生保護法人・和衷会に赴き、
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　平成 27 年 11 月 11 日、アジ研第 18 回汚職
防止研修参加者との交流会が、海外参加 18
カ国（バングラデシュ、ブータンなど）・研
修参加者 24 名、国内研修参加者６名、引率

者４名、合計 34 名を迎えて、リーガロイヤ
ルホテル広島において開催されました。
　交流会に先立ち、昨年に引き続き、８歳の
時家族とともに被爆された小倉桂子さん（78

被爆体験を語る
小倉桂子さん
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小倉さんの話を聞く研修参加者ら

第 18 回汚職防止研修参加者との交流会開催

５周年迎えた広島支部
交流会、講演会を開催
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迫孝治副支部長代理の乾杯

パーティー風景 広響弦楽四重奏

及び会員多数が真剣な表情で傾聴しました。
　語り部の会終了後、研修参加者ら一行は、
支部会員ら約 50 名が待つ会場に盛大な拍手

歳・平和のためのヒロシマ通訳者グループ代
表）が語り部となって、原爆の惨状などの被
爆体験を映像とともに証言され、研修参加者
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　広島支部は、平成 27 年９月 11 日、リーガ
ロイヤルホテル広島において講演会を開催し
ました。講師は、笹川平和財団特別研究員佐々
木良昭氏及び当財団審議役（公証人）新庄一
郎氏に遠路来広していただきました。
　佐々木講師は「イスラム圏における企業活
動の留意点―わかりやすい中東情勢―」、新
庄講師は「紛争防止手段としての公正証書―
特に企業承継・相続について―」の演題で、
聴講者は法人・個人会員及びその同伴者のほ
か、広島高・地検職員も多数出席され、合計
約 90 名でした。
　佐々木講師は約 50 年にわたってイスラム
教徒との交流があり、日本人とは異なるイス
ラム圏の文化、習慣、政治、経済など、ある
いは中東情勢の現状と企業活動の留意点など
について体験談を交えて述べられるなど、興
味津々のひと時でした。
　新庄講師は、広島地検検事及び検事正とし
て２度の広島勤務経験があり、奇しくも、原
爆投下と同じ８月６日生まれであること、最
初の赴任のときに山陽新幹線が岡山から博多
までが開通して全通し、新幹線で着任したこ
と、その年に広島カープが初優勝したこと、
さらに、検事正時代の思い出など広島と極め

副支部長代理（広島電鉄㈱常務取締役）の乾
杯挨拶により歓談に移りました。
　交流会では、研修参加者の自己紹介とは裏
返しで、出席者のカタコト英語によって海外
研修参加者との談笑が広がり、和やかなひと
ときを過ごし交流の実をあげることができま
した。最後に、エジプトの研修参加者による
謝辞があり、高本孝副支部長代理（㈱中国新
聞社人事総務部長）の閉会の言葉でお開きと
なり、研修参加者らは名残を惜しみながら会
場を後にされました。 （副支部長　冨村和光）

とともに入場し、金井誠太支部長（マツダ㈱
代表取締役会長）、長谷川充弘検事長の歓迎
の挨拶に続き、研修参加者のカタコト日本語
による自己紹介で笑いを誘い、堅苦しい雰囲
気が一気に和やかになりました。その後アジ
研廣瀬裕亮教官による研修概要説明が行われ
たのち、広島が誇る中四国唯一の常設プロ
オーケストラ広島交響楽団の一員で構成され
た弦楽四重奏による「アイネ　クライネ　ナ
ハト　ムジーク」など耳慣れた数曲が演奏さ
れ、心地よいひと時を過ごしたのち、迫孝治

カ
ー
プ
の
ユ
ニ
フ
ォ
ー
ム
を
着
た

新
庄
（
左
）・
佐
々
木
両
講
師

佐々木、新庄講師を迎えて講演会

て縁が深いことをユーモアたっぷりに披露さ
れ、出席者が親近感を覚えました。その後本
題である公正証書の重要性、企業承継・相続
の留意点など有益な話を分かりやすく話され
ました。
　引き続き懇親会では、開始直前に両講師の
姿が一時見えなくなったので、どうしたのか
と気をもみましたが、その後お二人そろって
広島カープのユニフォーム姿で登場されたの
で、拍手喝さいを浴びました。的を射た憎い
演出に感嘆するとともに、その後の会場が大
いに盛り上がりました。
 （副支部長　冨村和光）
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１　平成 23年２月５日広島支部設立

　旧広島支部は、平成４年に設立され平成
18 年に完全休止状態となっていましたが、
松尾副理事長の強い要請を受け、冨村弁護士

（設立後副支部長に就任）等のご尽力により
設立され、復活しました。
　広島支部設立５周年を迎えるに当たって、
これまで当支部の行った事業活動を省みなが
ら、多くの方々のご支援ご努力に感謝したい
と思います。

２　活動実績等

実施事業一覧

年度 実施事業名
参加者数 会員数

会員等 研修
参加者等 計 法人 個人

２２
発会式
タイ王国法務省キティポン事務次
官・山下弁護士発会記念講演会
発会祝賀会

９０

１０３
９２ １４

９０

１０３
１０６ ３２ ９５

２３
会員集会
第 １４8 回アジ研国際研修交流会

３６
４６ １９

３６
６５

３１ ６２
本部説明会（役員等）
第 １５０ 回国際高官セミナー交流会

２１
６8

 
２４

２１
９２

２４
渡邉・有田審議役講演会
同交流会

７１
６３

７１
６３

 ３１

 
 
 
４９

神垣弁護士講演会
第 １５３ 回国際高官セミナー交流会

8２
７４

 
２５

8２
９９

２５

勝丸検事長・手塚島根あさひ社会
復帰促進センター長講演会
同交流会

１１７
９8

１１７
９8  

２９

 
 
 
 ４９第 １５６ 回国際高官セミナー交流会 ７３ １8 ９１

２６
樋渡副理事長・杉田審議役講演会
同交流会

１０8
７５

１０8
７５

 ３２

 
 
 
４９

被爆体験語り部 (小倉桂子氏 )
第 １７ 回汚職防止研修交流会

３３
６１

３２
３２

６５
９３

２７

佐々木笹川平和財団特別研究員・
新庄審議役講演会
同交流会

９４
７１

９４
７１

３２ ４９
被爆体験語り部 (小倉桂子氏 )
第 １8 回汚職防止研修交流会

３３
５５

３４
３４

６７
8９

※ 「会員等」＝本部関係者・会員及び講師等関係者、「研修参加者等」＝アジ研
研修参加者・留学生等をいう。

　以上の各事業が実施されるに当たって、冨
村副支部長及び各役員とその関係者のご労苦
と財団本部の強いご支援により、いずれも円
滑に遂行できたことに敬意と謝意を表しま
す。
　また、会員数は、増員は認められないもの
の最少限度の減員（H23 ～ 24 の個人会員減
は転勤による退会）に止められ一定の会員数
が保たれております。

３　事業参加者の反応等

　⑴　交流会等について
　　○ 「被爆体験と広島交響楽

団四重奏は、非常に感銘
を受けた」

　　○ 「日本国内における各方
面の企業の方々、特に上
層部の方々とお話する機
会は、めったにないこと
から、大変貴重な経験で
あった」

　　○ 「これほどまでの歓待を
受けるとは思わなかっ
た」

などの感謝の言葉をいただきま
した。反面、
　　○ 「飲食の時間が短い」、「素

晴らしい料理ではあった
が、あまり食べることが
できなかった」、「特に最
後は慌ただしく、追い出
されるような印象を受け
た」

　　○ 「日本企業幹部職員と研
修参加者との意見交換会
であるはずが、ほとんど

支部発足から５年を振り返って
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会話する機会がなかった。企業の方は、
企業の方同士で会話をしており、たま
に話を振られることもあったが、また
すぐ企業同士の会話に戻っていた」

　　○「通訳が少ない」
との厳しい感想もいただきました。その後、
回を重ねる毎に、研修参加者との交流が功を
奏するよう、研修参加者に些かでも喜んでい
ただけるようにと、役員、司会者・通訳及び
アジ研等の意見を聞きながら改善に努めて参
りました。
　⑵　講演会等について
　　○  「難しい話も分かりやすく話していた

だいてよかった」
　　○ 「通常、聞くことのできない内容の話

を聞くことができた」、「広島の主要会
社の幹部と親しく会話ができ有意義で
あった」

　　○ 「刑事関係の話について、捜査等に関
わった方の話は、表に出ない一面も伺
われ、認識を新たにした」

　　○ 「講演会終了後の意見交換会は、講師
から本音の話を聞くことができ、意義
深かった」

との感想が寄せられる一方、
　　○ 「もっと著名な方（講師）の話が聞き

たい」
との要望もありました（予算等の関係もあり、
実現困難な状況を説明）。
　なお、当支部会員の中には、財団活動に参
画して犯罪なき繁栄に寄与する意図は理解し
ているものの、一方で、会員に目に見える
フィードバックを求める気配も伺われるのは
否めないところであり、悩ましい課題となっ
ています。

４　交流会等の改善方策

　当支部では、平成 26 年度の第 17 回汚職防
止研修参加者との交流会から「被爆者の被爆
体験」語り部を行うこととしました。

　この語り部は、冨村副支部長の発案と㈱ア
テンション代表者小倉桂子氏のご理解ご協力
により初めて実施することができました。な
お、小倉氏は、同年４月、広島市で開催され
た「軍縮・不拡散イニシアチブ外相会合」で、
参加各国外相に英語で自らの被爆体験を証言
され、外相らの心を揺さぶり、深い感動を与
えた方です。
　被爆体験語り部は、研修参加者等に大きな
感銘を与え、今後の交流会の在り方に一石を
投じたものになりました。
　ところで、研修参加者と会員との交流の実
を上げるために考えなければならないこと
は、研修参加者・会員が共に交流の充実に努
力する必要があることです。即ち、一方が積
極的に行動しても、他方の交流意識が低けれ
ば、それは瞬時の会話（挨拶）以上には発展
しません。
　そのため、研修参加者・会員等全員の一層
の心がけと積極的な行動が必要になってくる
と思われます。
　本年度の第 18 回汚職防止研修参加者との
交流会では、研修参加者・会員のご協力と司
会者・通訳の熱意と働きかけにより、従来に
比し、両者の交流が深かったとの評価をいた
だきました。

５　結び

　当支部では、これまで、全役員各位とその
関係者のご努力により、発会直後の解散危機
等幾多の困難を乗り越え、上記事業等が円滑
に実施できたことに誇りさえ感じられます。
　公益法人移行後も、その趣旨を十分に理解
し、財団支部としてその任を果たしていくこ
とをお約束できると思います。
　以上、広島支部設立５周年の節目を迎える
に当たり、これまで実施した事業等に関する
雑感を述べさせていただきました。今後さら
なる充実・発展の承継に微力ながら寄与でき
れば幸いです。 （事務局長　吉田義誠）
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　アジ研が実施した第 18 回汚職防止刑事司
法支援研修の中で、平成 27 年 11 月 5 日「日
本企業の汚職、腐敗対策への取組」という
テーマで、都内の法人賛助会員企業等の関係
者と研修参加者との意見交換会が行われた＝
写真。
　研修参加者は、バングラデシュ、ブータン、
コートジボワール、エジプト、ホンジュラス、
カザフスタン、ケニア、キルギス、ラオス、
モルディブ、ミャンマー、ネパール、パキス
タン、タジキスタン、タイ、南スーダン、ウ
クライナ、ウズベキスタン、日本の計 19 か
国の裁判官、検察官、警察
官、汚職対策機関らの職員
ら。
　当日は、午後 3 時からア
ジ研の国際会議室で、一般
社団法人グローバル・コン
パクト・ネットワーク・ジャ
パンの上野明子事務局次長
が、汚職・腐敗防止等の課
題に関して民間企業の積極

＜ 主な海外関係活動 ＞

（平成 27 年 8 月から平成 28 年 2 月まで）

9 月 7 日　国連アジア極東犯罪防止研修所の
東京ルールズ２５周年セミナーに招へいされ
たキティポン ACPF タイ理事長（タイ法務
研究所長）との意見交換会　日本・東京

12 月 9 日～ 11 日　第 58 回国連麻薬委員
会再召集会議　オーストリア・ウィーン　
ウィーン駐在代表レド弁護士出席

12 月 10 日～ 11 日　第 24 回国連犯罪防止
刑事司法委員会再召集会議　オーストリア・
ウィーン　ウィーン駐在代表レド弁護士出席

2 月 1 日　現代世界における社会開発の再
考・強化に関する市民社会フォーラム　アメ
リカ・ニューヨーク　ニューヨーク駐在代表
メラップ女史出席

2 月 3 日～ 12 日　第 54 回国連社会開発委
員会　アメリカ・ニューヨーク　ニューヨー
ク駐在代表メラップ女史出席

的な参画を呼び掛けている、国連グローバル
コンパクト活動の枠組みや日本企業による取
り組みの現状等について講義された。
　続いて、瓜生・糸賀法律事務所の弁護士早
川吉尚氏、広瀬元康氏両氏が講義された。急
激に拡大する新興市場に生じやすい商取引上
の危険（背景：贈収賄規制の法整備・運営が
不十分、行政機関・裁判官から賄賂を要求さ
れる国もある。）に企業が巻き込まれないよ
うにするために大切な、贈収賄防止意識の涵
養、日、米、英、中の汚職防止規制法の特徴、
日本企業向けコンプライアンスプログラム、
収賄に巻き込まれた際の対応策、域外適用の
原則等について実務に直結する解説がなされ
た。その後の質疑応答、アジ研カフェテリア
での懇親会でも講師・参加者間で意見交換が
行われ、日程を無事終了した。

アジ研の汚職防止
研修における民間
企業等との意見交換会
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　平成 28 年２月 18 日、アジ研において、「平
成 27 年度支部実務担当者会議」が開催され
ました。ここでは、長野支部から提出された

「若手会員の獲得方策について」との議題を

平成27年度支部実務
担当者会議の開催

中心に、活発な議論がなされ、支部活動の活
性化に向けての方策が検討されました。
　この「刑政通信」では、事務局長が当日報
告した「ＡＣＰＦ全体の財政の動きと支部の
財政運営へのお願い」をそのまま転載します。
支部における財政運営へのご理解をお願いし
ます。　　　　　　　（事務局長　堀内国宏）

前列左から石橋利香（亀龍会）、山下アジ研所長、松尾副理事長、日野理事長、樋渡副理事長、堀内
事務局長。後列左から金大憲（東京むくげ会）、山口隼千（名古屋）、田中燈一（札幌）、柏岡征和（大阪）、
相澤正雄（横浜）、越水詞郎（横浜）、狐崎麻男（期成会）、新庄審議役、高久均（栃木）、吉田義誠（広
島）の各氏 

　第４回理事会の開催
　平成28年３月10日、法曹会館において、「第
４回理事会」が開催されました（その回数の
表記は、当財団が「公益財団法人」に移行し
た段階から更新しました）。
　この理事会では、
①平成 28 年度事業計画及び収支予算
②公益事業積立金の一部取崩し
③財団規程「個人情報保護規程」の改正
について審議され、すべての件について、理
事会の承認を得ることができました。
　①の「来年度の事業計画及び収支予算」で
は、各支部から報告された資料をベースに、

「積極的な公益目的事業の推進」と「管理費
経費の限りない節減」を目指すものとなって
います。
　②の「公益事業積立金の一部取崩し」とは、

現在 2000 万円まで積み上げている「公益事
業積立金」の内 1000 万円までを取り崩して、
内閣府からの要望事項（ガイドライン）に応
えようとするものです（内閣府では，「その
年度で得た収入については、その年度内に公
益事業に使用し、公益事業積立金も２年以内
に消化しなさい」との行政指導を行っている
のです）。
　③の「財団規程の一部改正」は、この度の

「マイナンバー制度」の導入によって、当財
団としてもその把握及び利用に関しての厳し
いルールに従うこととなりますので、これに
対応する改正です。
　上記①の決議内容については、近く財団の
ＨＰで公開されますので、それをご覧いただ
き、ご理解を深めていただければ幸いです。

（事務局長　堀内国宏）
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事務局長　堀内 国宏

１　平成 27 年度の財団全体の財政の動き
　⑴　財団全体の財政運営上のハイライト
　　①堺屋会長の提案・編集による「安全な国 日本」の出版
　　②本部の努力による「コア法人会員」の増加
　　③ その結果として、本年度は、昨年度に続き、各地域支部に回送

金のお願いをしないで済んでいること
　　④ 多くの支部では、会員数の増加がままならず、収入減の傾向に

あること
　　　※ 　①では、当初、本部としては、大幅出費を覚悟していたの

ですが、結果は、関係者のご尽力によりかなりの黒字決算に
なり、②による収入増と相まって、③のようになっているも
のです。他面、④の傾向が依然として続いております。

　
　⑵　平成 27 年度決算に向けた課題と見通し
　　　最大の課題⇒ 「遊休資産」の減少と「公益目的事業比率」の達成
      ※  これらは公益法人の最重要財政原則⇒達成されないと、認可

取消の可能性あり。
　　　　①遊休資産＝繰越金 ―（基本財産＋公益目的事業積立金）
             遊休資産≦本年度に実際に支出した公益目的事業費総額
　　　　　　⇒ この不等式が実現できないと、認可取消の可能性あり。
   　　　②公益目的事業比率≧公益法人総支出の 50％
　　　　　　⇒ この不等式が実現できないと、認可取消の可能性あり。
　　 　平成 27 年度決算では、両課題ともすれすれながら克服、若干

の黒字決算の見込み。

【ＡＣＰＦ全体の財政の動きと
                支部の財政運営へのお願い】
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２　平成 28 年度における財団の財政の見通しと課題
　①本部における「コア会員増加」努力にも限界？
　② 「安全な国 日本」による黒字は、本年度ほどには期待できない？
　③本部で行う公益目的事業費の拡大とその資金の確保
　　　⇒ 現在海外協力団体と共同して行っている海外進出企業を　　

対象とするセミナーをタイに加えてインドネシアなどに　　
も拡大予定

　　　⇒アジ研の研修に対する支援の増額予定
　　　⇒ 「国際貢献カレンダー」の経費支援のメドが立っていな　　

いこと
　④内閣府からの、「公益目的事業積立金」削減要請
　⑤支部における会員数の減少傾向とそれに伴う支部の収入減

３　これに対する本部としての対策
　①「コア会員増加」への更なる努力
　② 「国際貢献カレンダー」の事業費への寄付者（社）の確保努力
　③これだけでは足りないので、各支部への回送金の要請も必至

４　これに関して各支部の財政運営に期待すること
　① 公開講演会など、会員増、支部への寄付金増につながる公益目的

事業を活発に行っていただきたい（寄付については、法人・個人
それぞれの税の優遇措置を十分にアピールしてください）。

　② その際、遊休資産を多額に抱えている支部におかれては、その活
用・減少を特にお願いします。

　③ 各支部におかれても、管理費的支出は極力抑え込み、公益目的事
業比率の向上に努めていただきたい。

　④ 各支部におかれても、「安全な国 日本」及び「国際貢献カレンダー」
の頒布に最大の努力をしていただきたい。

　⑤ 来年度は、本部への回送金のお願いが出ることが必至なので、そ
の際には、快く、それにお応えいただきたい。　　　　　

　以上
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 福岡支部
　　　　　　　　　　　

　あと４年。東京五輪・パラリンピックが開
かれる 2020 年、５年に１度の国連犯罪防止・
刑事司法会議（コングレス）が 50 年ぶりに
日本で開催される（開催都市は未定）。
　前回、1970 年京都会議で議長を務めた馬
場義續元検事総長（1977 年没、74 歳）は「犯
罪の防止、犯罪者の処遇に関する知能と経験、
情熱と勇気についてのオリンピック」（1996
年４月「刑政」）と位置づけていた。
　全世界から２千人を超える刑事司法関係者
が一堂に集まる。会議の成功に向けてアジ研

（国連アジア極東犯罪防止研修所）やアジ研
の活動を支援する目的で設立した当財団の役
割に期待が高まる。

　京都会議を成功させるために、法務省は、
開催３年前に敷田稔氏（当財団前理事長）を
国連に出向させた。敷田氏は、事務局次長の
肩書でニューヨークから京都入りして、馬場
議長を支えた。
　そろそろ本格的な準備を始めたい。と思っ
ていたら、昨年９月名古屋支部で国連ヨー
ロッパ犯罪防止研究所のマッティ・ヨッツェ
ン所長が「犯罪予防における国連、アジ研、
アジア刑政財団の役割」と題して講演してい
ることが分かった。
　その詳報を、「2020 コングレス」への第１
弾として４㌻にわたって特集した。　　
　国連 NGO「アジア刑政財団」の活動は世
界中から評価されている。世界の「犯罪なき
繁栄」実現に、さらなる国際貢献を続けたい。

（編集長・堤　哲／評議員）
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ウィーンの「鳳凰来儀」について
　ウィーン（オーストリア）国連国際センター 1 階の円形大ロビー・
ロトンダに、アジア刑政財団が国連創設 50 周年を記念して １９９６（平
成８）年に寄贈した故吉田左源二画伯の「鳳凰来儀」の大作が設置
されている。タテ２．４㍍×横７．２㍍。
　同センターの芸術作品を紹介する冊子の表紙にも、この「鳳凰来
儀」を中心としたロトンダの写真が掲載されている（写真左）。
　「この世に平和が満ち、正義が支配するとき、霊鳥・鳳凰が地上
に飛来する」（礼記）と脇の銘板に説明がある。
　国連薬物犯罪事務所（UNODC）は、このセンターに入っている。




